
都市計画の案の理由書 

 

 

１．種類・名称 

  国立都市計画生産緑地地区 

 

２．理由 

  都市計画に定める生産緑地地区制度の背景には、大都市地域を中心

とする地価の高騰により、勤労者が良質な住宅・宅地を確保すること

が極めて困難になるなど、大都市地域における住宅・宅地供給が内政

上の重要課題であり、市街化区域内農地についても、積極的な活用に

よる住宅・宅地供給の促進が求められていたということがある。 

  しかしながら、一方では、公園、緑地等の整備水準も依然として低

位にあり、優良な緑地等の積極的な保全等により、都市の緑地とオー

プンスペースの確保を図る必要性も指摘されているところであった。 

  国立市都市計画マスタープランにおいては、全体構想に当たる「地

域を活性化する産業振興」に生産緑地制度や農地制度等の改善を国や

東京都などの関係機関に働きかけるとともに、都市農地の保全や都市

農業の振興を図ることを目的とした都市農業特区など、農地の利用・

保全に関する諸制度の効果的な運用等を通じ、農地の保全及び有効利

用を促進することが示されている。また地域別構想の「富士見台地域」

に生産緑地の保全、「南部地域」に生産緑地の保全及び指定の拡充を

図ることが示されている。 

令和 8 年度の都市計画変更では、国立市生産緑地地区指定基準に基

づく 2 件、約 230 ㎡の追加並びに生産緑地法（昭和 49 年法律第 68 号）

第 8 条第 4 項の手続による公共施設等の設置及び第 10 条の手続によ

る行為制限が解除されたことに伴う 4 件、約 6,750 ㎡を削除並びに２

地区の区域を一部変更する都市計画変更を行うものである。 

国立市では平成 3 年の生産緑地法の改正を受けて、平成 4 年度に生

産緑地地区について 129 件、約 57.62ha の都市計画変更を行い、その

後数回にわたる追加・削除等の都市計画変更を経て、令和 7 年度都市

計画変更告示時点では 138 件、約 39.80ha の生産緑地地区が都市計画

に定められており、今回令和 8 年度の都市計画変更を行うと合計 138

件、約 39.19ha になるものである。   


